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３．財務の概要

１-1 貸借対照表の状況

(単位　百万円)

資産の部

固定資産

有形固定資産

特定資産

その他の固定資産

流動資産

資産の部合計

負債の部

固定負債

流動負債

負債の部合計

純資産の部

基本金

繰越収支差額

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

【１】決算の概要

31,626 31,717 △ 91

27,246 27,075 171

△ 6,597 △ 6,434 △ 163

科目 本年度末 前年度末 増減

33,843 33,509 334

4,380 4,642 △ 262

1,294 1,346 △ 52

科目 本年度末 前年度末 増減

3,086 3,296 △ 210

31,626 31,717 △ 91

4,732 4,777 △ 45

4,154 3,523 631

　「貸借対照表」は、学校法人の一定時点（決算期末日）における資産・負債・純資産の内容
及び金額を明示し、学校法人としての財政状態を明らかにするものです。
　「資産の部」における「固定資産」の内訳は、「有形固定資産」・「特定資産」・「その他
の固定資産」の3つの区分で表示しています。また、保有する資産の調達源泉（他人資本・自
己資本）を明確にするため、「基本金」、「繰越収支差額」を合わせて「純資産の部」（自己
資本）として表示しています。

　令和4年3月末と比較し、資産の部が9千百万円の減少、負債の部は、借入金の返済により2億
6千2百万円の減少となっています。純資産は1億7千百万円の増加となりました。

貸借対照表
令和5年3月31日

科目 本年度末 前年度末 増減

1,002 1,112 △ 110

26,894 26,940 △ 46

21,738 22,305 △ 567
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１-２　 貸借対照表の推移
（単位　百万円）

30年度末 元年度末 2年度末 3年度末 4年度末

固定資産 24,949 26,679 26,111 26,940 26,894

有形固定資産 22,208 21,912 22,865 22,305 21,738

特定資産 896 1,494 1,042 1,112 1,002

その他の固定資産 1,845 3,273 2,204 3,523 4,154

流動資産 5,420 4,311 5,581 4,777 4,732

資産の部合計 30,369 30,990 31,692 31,717 31,626

30年度末 元年度末 2年度末 3年度末 4年度末

固定負債 3,579 3,395 3,532 3,296 3,086

流動負債 1,358 1,408 1,365 1,346 1,294

負債の部合計 4,937 4,803 4,897 4,642 4,380

基本金 31,545 31,787 32,919 33,509 33,843

繰越収支差額 △ 6,113 △ 5,600 △ 6,124 △ 6,434 △ 6,597

純資産の部合計 25,432 26,187 26,795 27,075 27,246

負債及び純資産の部合計 30,369 30,990 31,692 31,717 31,626
四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合があるしない場合がある

科目

科目
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２　収支計算書の状況

２－1－①　資金収支計算書について

（収入の部） (単位  百万円）

予　算 決　算 差　異

4,804 4,790 14

138 128 10

21 24 △ 3

1,154 1,184 △ 30

579 605 △ 26

449 453 △ 4

126 126 0

170 170 0

304 316 △ 12

42 42 0

84 89 △ 5

0 0 0

703 769 △ 66

308 315 △ 7

△ 864 △ 921 57

4,556 4,556

11,420 11,462 △ 42

（支出の部） (単位  百万円）

予　算 決　算 差　異

3,632 3,548 84

1,612 1,436 176

489 448 41

5 5 0

250 250 0

216 168 48

209 203 6

1,800 1,800 0

263 255 8

△ 186 △ 179 △ 7

3,130 3,528 △ 398

11,420 11,462 △ 42
四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

手数料収入

　「資金収支計算書」は、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容並びに当
該会計年度における支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の収入及び支出の
顛末を明らかにするものです。

資金収支計算書
令和4年4月1日～令和5年3月31日

科　　目

学生生徒等納付金収入

　本学園の収入・支出の部の合計は114億6千2百万円で、収入の部は、学生生徒等納付金収入をは
じめとする収入総額69億6百万円に、前年度繰越支払資金45億5千6百万円を加えたものです。教育
活動収入の約74％を占める学生生徒等納付金収入は、前年度に比べ学生生徒等が6人減少しました
が、2020年度以降の学納金の改正（増額）により8千5百万円の増額となりました。急激な物価高
騰に対する補助金・支援金として、電気料金負担軽減補助金（約6百万円）、物価高騰対策支援金
（約百万円）の受入がありました。
　支出の部では、人件費支出をはじめ施設設備充実に係る支出を含めて支出総額は、79億3千4百
万円でした。令和5年度への繰越支払資金は、資金運用支出が18億円であったことにより、前年度
と比較し10億2千8百万円減少の35億2千8百万円となりました。教育活動支出（人件費支出・教育
研究経費支出・管理経費支出）は、前年に比べ5千9百万円の増額、そのうち光熱水費が前年度比約
6千9百万円の増額でした。借入金返済は、2億5千万円、借入金利息は、5百万円で、うち約2百万
円は、文部科学省から、A・D館耐震改築事業借入金利息に対する利子助成として補助金（大学）を
計上しています。

支出の部　合計

資産運用支出

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

収入の部　合計

科　　目

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

借入金等利息支出

借入金等返済支出

施設関係支出

設備関係支出

その他の支出

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

その他の収入

寄付金収入

補助金収入

国庫補助金収入

地方公共団体補助金収入

施設型給付費収入

資産売却収入

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

雑収入

借入金等収入

前受金収入
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２－1－②　 資金収支計算書の推移

（収入の部） (単位  百万円）

3年度 4年度 前年度比

4,705 4,790 85

144 128 △ 16

27 24 △ 3

1,158 1,184 26

583 605 22

452 453 1

123 126 3

0 170 170

272 316 44

31 42 11

145 89 △ 56

0 0 0

760 769 9

573 315 △ 258

△ 833 △ 921 △ 88

4,956 4,556 △ 400

11,938 11,462 △ 476

（支出の部） (単位  百万円）

3年度 4年度 前年度比

3,617 3,548 △ 69
1,332 1,436 104

424 448 24
6 5 △ 1

250 250 0
143 168 25
100 203 103

1,400 1,800 400
364 255 △ 109

△ 254 △ 179 75
4,556 3,528 △ 1,028

11,938 11,462 △ 476
四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

4,893

2年度

28

215

1,300

127

413

878

1,418

18

134

△ 362
391

12,898

3,960

△ 1,270

822

656

500

224

学生生徒等納付金収入 4,952 4,818

科　　目 30年度 元年度

補助金収入 777 947

寄付金収入 80 599

手数料収入 148 148

その他の補助金収入 97 113

地方公共団体補助金収入 389 412

国庫補助金収入 290 422

受取利息・配当金収入 32 33

付随事業・収益事業収入 104 142

資産売却収入 200 400

前受金収入 659 696

借入金等収入 0 0

雑収入 242 235

前年度繰越支払資金 4,082 5,242

収入の部　合計 11,188 12,441

その他の収入 766 137

資金収入調整勘定 △ 854 △ 956

3,752
教育研究経費支出 1,365 1,302
管理経費支出 271
借入金等利息支出 4
借入金等返済支出 223
施設関係支出 60
設備関係支出 227
資産運用支出 269
その他の支出 243 376

1,526
326 357

3 3
223 223
354 1,403
157 349

2,430 300

12,898
4,956

科　　目 30年度 元年度 2年度

人件費支出 3,655 3,702

資金支出調整勘定 △ 371 △ 392
翌年度繰越支払資金 5,242 3,960
支出の部　合計 11,188 12,441
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２－２－①　活動区分資金収支計算書について

(単位　百万円)

学生生徒等納付金収入

手数料収入

特別寄付金収入

一般寄付金収入

経常費等補助金収入

付随事業収入

雑収入

教育活動資金収入計

人件費支出

教育研究費支出

管理経費支出

教育活動資金支出計

差引

調整勘定等
教育活動資金収支差額

施設整備等活動資金収入計

施設整備等活動資金支出計

差引

調整勘定等

施設整備等活動資金収支差額

その他の活動資金収入計

その他の活動資金支出計

差引

調整勘定等

その他の活動資金収支差額

前年度繰越支払資金

翌年度繰越支払資金

四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

　本学園の①「教育活動による資金収支」は10億5千万円のプラス、②「施設整備等活動によ
る資金収支」は2億5千9百万円のマイナス、③「その他の活動による資金収支」は18億1千9
百万円のマイナスとなりました。支払資金は10億2千8百万円のマイナスとなっています。

活動区分資金収支計算書
令和4年4月1日～令和5年3月31日

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　額

収
入

4,790

128

15

支
出

3,548

1,436

435

5,419

6

1,122

316

89

6,466

1,047

1,050
施
設
整
備
等
活
動
に

よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　額

180

391

△ 211

△ 48

△ 259

　活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書を組み替え、①「教育活動による資金収支」、
②「施設整備等活動による資金収支」（施設若しくは設備の取得又は売却その他これらに類す
る活動）及び③「その他の活動による資金収支」（資金調達その他前記二つの活動に掲げる活
動以外の活動）の３つに区分して記載したものです。
　本計算書から、通常の経営状態の法人は、①「教育活動資金収支差額」がプラス、②「施設
整備活動資金収支差額」はマイナス、③「その他の活動資金収支差額」は、借入金収入や特定
資産の取崩しが多い場合はプラス、借入金返済や特定資産の積立てが多い場合はマイナスとい
うように、活動区分ごとの資金の流れ（収支差額）を見ることができます。
　教育活動資金収支差額で増加を確保しないと、施設整備や借入金の返済等を行うことができ
ないため、教育活動でどの程度のキャッシュを生み出すことができるかが、重要になります。

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △ 1,028

4,556

3,528

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） 791

そ
の
他
の
活
動
に

よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　額

238

2,057

△ 1,819

0

△ 1,819

3

学生生徒等

納付金収

入, 74.1%

手数料収入, 2.0%

特別寄付金収入, 0.2%

一般寄付金収入, 
0.1%

経常費等補助金収入, 17.4%

付随事業収入, 4.9%
雑収入, 

3.7%

教育活動資金収入

人件費支出, 
55.0%

教育研究費支出, 
22.2%

管理経費支出, 6.7%

収支差額, 16.2%

教育活動資金収入に対する支出構成比
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２－２－②　 活動区分資金収支計算書の推移

（単位　百万円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 前年度比

教育活動による資金収支

教育活動資金収入計 6,289 6,259 6,542 6,420 6,466 46

教育活動資金支出計 5,291 5,330 5,635 5,373 5,419 46

差引 998 929 907 1,047 1,047 0

調整勘定等 32 △ 24 △ 62 66 3 △ 63

教育活動資金収支差額 1,030 905 845 1,113 1,050 △ 63

施設整備等活動による資金収支

施設整備等活動資金収入計 14 631 885 31 180 149

施設整備等活動資金支出計 357 1,106 1,822 313 391 78

差引 △ 343 △ 475 △ 937 △ 282 △ 211 71

調整勘定等 568 △ 79 △ 268 336 △ 48 △ 384

施設整備等活動資金収支差額 225 △ 554 △ 1,205 54 △ 259 △ 313

1,255 351 △ 360 1,167 791 △ 376

その他の活動による資金収支

その他の活動資金収入計 335 435 1,828 31 238 207

その他の活動資金支出計 430 2,067 473 1,598 2,057 459
差引 △ 95 △ 1,632 1,355 △ 1,567 △ 1,819 △ 252
調整勘定等 0 △ 1 1 0 0 0
その他の活動資金収支差額 △ 95 △ 1,633 1,356 △ 1,567 △ 1,819 △ 252

1,160 △ 1,282 996 △ 400 △ 1,028 △ 628
前年度繰越支払資金 4,082 5,242 3,960 4,956 4,556 △ 400
翌年度繰越支払資金 5,242 3,960 4,956 4,556 3,528 △ 1,028

四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

科　　　目
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２－３－①　 事業活動収支計算書について

　

(単位　百万円)

事業活動収入の部

学生生徒等納付金

手数料

寄付金

経常費等補助金

付随事業収入

雑収入

教育活動収入計
事業活動支出の部

人件費

教育研究経費

管理経費

徴収不能額等

教育活動支出計

教育活動収支差額
事業活動収入の部

受取利息・配当金

その他の教育活動外収入

教育活動外収入計
事業活動支出の部

借入金等利息

その他の教育活動外支出

教育活動外支出計

教育活動外収支差額

経常収支差額
事業活動収入の部

資産売却差額

その他の特別収入

特別収入計
事業活動支出の部

資産処分差額

その他の特別支出

特別支出計

特別収支差額

〔予備費〕

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

（参考）

事業活動収入計

事業活動支出計

四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

　「事業活動収支計算書」では、経常的な収支のバランスと臨時的な収支のバランスを区分し
て表示します。経常的な収支についてはさらに「教育活動収支」と「教育活動外収支」の二つ
に分けています。「教育活動収支」は学生生徒等納付金や人件費、教育研究経費など、本業の
教育活動における経常的な収支を示し、受取利息・配当金や借入金等利息のような財務的な活
動は「教育活動外収支」に含まれます。「特別収支」は、施設設備補助金や資産処分差額な
ど、一時的に発生した臨時的な収支を示します。
　また、基本金組入れ後の収支差額である当年度収支差額に加えて、毎年度の収支バランスや
基本金組入れの余力を見るため、基本金組入前当年度収支差額も表示することになりました。

　今年度の基本金組入額は3億3千4百万円となり、当年度収支差額は1億6千2百万円のマイナ
スとなっています。長期的な収支バランスをみることのできる基本金組入前当年度収支差額は
1億7千2百万円となりました。

事業活動収支計算書
令和4年4月1日～令和5年3月31日

科　　　目 予　算 決　算 差　異

1,093 1,122 △ 29

304 316 △ 12教
育
活
動
収
支

4,804 4,790 14

138 128 10

23 26 △ 3

3,677 3,588 89

2,381 2,210 171

83 89 △ 6

6,445 6,471 △ 26

6,579 6,275 304

△ 134 196 △ 330

519 475 44

2 2 0

教
育
活
動
外
収
支

42 42 0

0 0 0

42 42 0

5 5 0

37 37 0

5 5 0

0 0 0

△ 97 233 △ 330

特
別
収
支

1 1 0

74 75 △ 1

13 13 0

137 137 0

75 76 △ 1

124 124 0

△ 159 172 △ 331

△ 334 △ 334 0

△ 62 △ 61 △ 1

0 0 0

△ 6,926 △ 6,595 △ 331

△ 493 △ 162 △ 331

△ 6,433 △ 6,433 0

6,721 6,417 304

6,562 6,589 △ 27
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２－３－②　 事業活動収支計算書の推移

(単位　百万円)

科　　　目 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 前年度比

教育活動収支

教育活動収入計 6,289 6,259 6,542 6,420 6,471 51

教育活動支出計 6,128 6,163 6,313 6,215 6,275 60

教育活動収支差額 161 96 229 205 196 △ 9

教育活動外収支

教育活動外収入計 31 32 28 31 42 11

教育活動外支出計 4 4 3 6 5 △ 1

教育活動外収支差額 27 28 25 25 37 12

経常収支差額 188 124 254 230 233 3

特別収支

特別収入計 26 644 371 52 76 24

特別支出計 6 13 16 3 137 134

特別収支差額 20 631 355 49 △ 61 △ 110

〔予備費〕

基本金組入前当年度収支差額 208 755 609 279 172 △ 107

基本金組入額合計 △ 308 △ 242 △ 1,131 △ 590 △ 334 256

当年度収支差額 △ 100 513 △ 522 △ 311 △ 162 149

前年度繰越収支差額 △ 6,013 △ 6,113 △ 5,600 △ 6,122 △ 6,433 △ 311

基本金取崩額 0 0 0 0 0 0

翌年度繰越収支差額 △ 6,113 △ 5,600 △ 6,122 △ 6,433 △ 6,595 △ 162

（参考）

事業活動収入計 6,346 6,935 6,941 6,503 6,589 86

事業活動支出計 6,138 6,180 6,332 6,224 6,417 193
四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある
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【２】財務比率

①　貸借対照表関係比率

分類 比   率 算式（×100）
固定資産

総資産

有形固定資産

総資産

特定資産

総資産

流動資産

総資産

固定負債

総負債＋純資産

流動負債

総負債＋純資産

運用資産ー総負債

総資産

運用資産ー外部負債

経常支出

純資産

総負債+純資産

繰越収支差額

総負債+純資産

固定資産

純資産

固定資産

純資産+固定負債

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

純資産

現金預金

前受金

退職給与引当特定資産

退職給与引当金

基本金

基本金要組入額

減価償却累計額（図書除く）

減価償却資産取得価格(図書除く）

運用資産

要積立額

区　　　　　　分
医歯系法人を除

く全国平均
（Ｒ4年度今日
の私学財政よ

り）

Ｒ３年度Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度

貸
借
対
照
表

固定資産構成比率 85.9% 82.2% 86.1% 82.4% 84.9% 85.0%

特定資産構成比率 22.9% 3.0% 4.8% 3.3%

70.7% 72.1%有形固定資産構成比率 58.3% 73.1%

3.5% 3.2%

70.3% 68.7%

固定負債構成比率 6.6% 11.8% 11.0% 11.1%

13.9% 17.6%流動資産構成比率 14.1% 17.8%

10.4% 9.8%

15.1% 15.0%

内部留保資産比率 27.5% 9.9% 12.5% 10.3%

4.5% 4.3%流動負債構成比率 5.4% 4.5%

14.2% 16.6%

4.2% 4.1%

純資産構成比率 88.0% 83.7% 84.5% 84.5%

1.01 0.87運用資産余裕比率　(単位：年) 2.00 0.86

85.4% 86.1%

1.09 1.21

固定比率 97.6% 98.1% 101.9% 97.4%

-18.1% -19.3%繰越収支差額構成比率 -15.2% -20.1%

99.5% 98.7%

-20.3% -20.9%

流動比率 262.9% 399.1% 306.1% 408.9%

90.2% 86.1%固定長期適合率 90.8% 86.0%

354.8% 365.5%

88.7% 88.7%

負債比率 13.6% 19.4% 18.3% 18.3%

15.5% 15.5%総負債比率 12.0% 16.3%

17.1% 16.1%

14.6% 13.9%

退職給与引当特定資産保有率 73.7% 26.7% 26.2% 28.6%

569.3% 756.0%前受金保有率 373.5% 795.9%

28.3% 27.5%

599.7% 458.7%

減価償却比率 54.3% 42.7% 44.4% 43.4%

93.6% 93.1%基本金比率 97.3% 93.1%

46.1% 48.3%

93.9% 94.9%

66.2% 60.7% 64.1% 64.8%積立率 78.4% 62.3%

Ｒ４年度
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②　事業活動収支計算書関係比率

比率 算式（×100）

人件費
経常収入　

人件費
学生生徒納付金
教育研究経費
経常収入　
管理経費

経常収入　
借入金等利息
経常収入　

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入
事業活動支出

事業活動収入-基本金組入額

学生生徒納付金
経常収入　

寄付金
事業活動収入

補助金
事業活動収入

（注）

補助金比率 14.3% 12.2% 13.7% 20.4% 17.8%

寄付金比率 2.2% 1.4% 8.8% 0.4% 0.7%

学生生徒納付金比率 73.6% 78.4% 76.6% 74.5% 72.9%

0.0% 0.1%

3.3% 10.9% 8.8% 4.3%

基本金組入後収支比率 104.1% 101.7% 92.3% 109.0% 105.3%

事業活動収支差額比率 6.4%

借入金等利息比率 0.1%

34.6% 32.8%

管理経費比率 8.3% 4.9% 5.7% 6.1% 7.3%

教育研究経費比率 34.3% 34.3% 32.8%

55.4% 56.3%

人件費依存率 69.7% 73.7% 77.6% 74.4% 77.2%

57.8% 59.5%

0.1% 0.1%

Ｒ４年度

55.1%

Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度
区　　　　　　分 医歯系法人を除

く全国平均
（Ｒ4年度今日
の私学財政よ

り）

人件費比率 51.3%

74.9%

33.9%

7.3%

0.1%

2.6%

102.6%

73.5%

0.6%

18.0%

1.寄付金＝教育活動収支の寄付金+特別収支の施設設備寄付金及び現物寄付
2.補助金＝経常費等補助金+施設設備補助金
3.Ｒ２年度から経常費等補助金に大学・短期大学修学支援金を計上
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判定項目
1．法人全体の学生生徒等数は長期的に減少していないか（図1参照）
2．法人全体の収支は下降していないか（図2参照）
3．法人全体の人件費の比重は増大していないか（図3参照）
4．法人の保有する資産（運用資産）に比率は減少していないか（図4参照）
5．他人資金である負債の程度（負債比率）は過大でないか（図5参照）
6．短期的な返済を有する負債への備え（流動資産）は十分か（図6参照）

年度
学生等総
定員(人)

学生等総
現員(人)

経常収入
(百万円)

人件費(百
万円)

基本金組入前
当年度収支差
額(百万円)

事業活動
収入(百万

円)

総定員
充足率

事業活動収支
差額比率

人件費比
率

H30（2018） 4,974 5,606 6,320 3,651 208 6,346 112.7% 3.3% 57.8%
R1（2019） 5,034 5,527 6,291 3,740 755 6,935 109.8% 10.9% 59.5%
R2（2020） 5,101 5,493 6,570 3,639 609 6,941 107.7% 8.8% 55.4%
R3（2021） 5,108 5,284 6,451 3,632 279 6,503 103.4% 4.3% 56.3%
R4（2022） 5,120 5,278 6,513 3,588 172 6,589 103.1% 2.6% 55.1%
学生等総定員のうち、附属幼稚園は利用定員
経常収入＝教育活動収入計＋教育活動外収入

外部負債
(百万円)

純負債(百
万円)

H30（2018） 6,320 6,132 7,942 4,938 2,684 2,254 1,358 7,265 1.26 0.36 0.86 535.0%
R1（2019） 6,291 6,166 8,689 4,803 2,481 2,322 1,408 7,584 1.38 0.37 1.01 538.6%
R2（2020） 6,570 6,316 8,159 4,897 2,741 2,156 1,365 7,785 1.24 0.33 0.87 570.3%
R3（2021） 6,451 6,221 9,159 4,642 2,379 2,263 1,346 8,300 1.42 0.35 1.09 616.6%
R4（2022） 6,513 6,280 9,630 4,380 2,059 2,321 1,294 8,886 1.48 0.36 1.21 686.7%
経常収入＝教育活動収入計＋教育活動外収入
経常支出＝教育活動支出計＋教育活動外支出
運用資金＝現金預金＋特定資産＋有価証券
外部負債＝総負債のうち、借入金・学校債・未払金等外部に返済を求められるもの（総負債から前受金・退職給与引当金・預り金を除く）

純負債＝総負債のうち、前受金・退職引当金・預り金
金融資産年数＝運用資産/経常収入
純負債年数＝純負債/経常収入
運用資産余裕比率＝（運用資産ー外部負債）÷  経常支出　※単位は（年）である。
修正流動比率＝流動負債/（その他の固定資産+流動資産）

　　　図1．学生生徒等数

【３】経営判定指標

内訳

年度
経常収入
(百万円)

経常支出
(百万円)

運用資金
(百万円)

総負債(百
万円)

修正流動
比率

流動負債
(百万円)

その他の
固定資産+
流動資産
(百万円)

      図2．事業活動収支差額比率

（基本金組入前当年度収支差額/事業活動収入）

金融資産
年数(年)

純負債年
数(年)

運用資産余
裕比率(年)

4,974 

5,034 

5,101 5,108 5,120 

5,606 

5,527 
5,493 

5,284 5,278 

4,600

4,700

4,800

4,900

5,000

5,100

5,200

5,300

5,400

5,500

5,600

5,700

学生等総定員(人) 学生等総現員(人)

6,346 

6,935 6,941 
6,503 6,589 

208 

755 609 
279 172 

3.3%

10.9%

8.8%

4.3%

2.6%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）

事業活動収入(百万円)

基本金組入前当年度収支差額(百万円)

事業活動収支差額比率
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　　　図3．人件費比率（人件費／経常収入） 図4．金融資産年数（運用資金／経常収入）

　　　図5．純負債年数（純負債／経常収入） 図6．修正流動比率

6,320 6,291 
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【４】その他 

① 有価証券の状況 

１．有価証券一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位　百万円)

地方債　計 300 300 300

社債　計 4,300 4,301 4,302

投資信託　計 500 500

金銭信託　計 1,000 1,000

その他　計 0 0 0

R4(2022)年度　有価証券　合計 6,100 4,601 6,102

四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

約定金額銘　　　　　柄 額面金額
R4年度末
帳簿価格
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２．時価情報 

 

② 借入金の状況 

借入金合計 19 億 6 百万円    

 

（１）　総括表 （単位　百万円）

貸借対照表

計　上　額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 600 601 1

（うち満期保有目的の債券） (600) (601) (1)

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 4,502 4,255 △ 247

（うち満期保有目的の債券） (4,002) (3,803) (△199)

合　　　計 5,102 4,856 △ 246

（うち満期保有目的の債券） (4,602) (4,404) (△198)

時価のない有価証券 1,000

有価証券合計 6,102
四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

（２）　明細表 （単位　百万円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

債券 4,602 4,404 △ 198

株式 － － －

投資信託 500 452 △ 48

貸付信託 － － －

　　　　合　計 5,102 4,856 △ 246

時価のない有価証券 1,000

有価証券合計 6,102
四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

※有価証券は、その時価が著しく下落し、回復可能性がないと認められる場合には、時価で評価し
ている。回復可能性がないと認められる場合とは、その時価が帳簿価額の50％以上下落した場合
または、2期連続して30％以上50％未満下落した場合である。

当年度（令和5年3月31日現在）

時　　価 差　　額

種　　　　　　　類
当年度(令和5年3月31日)

（単位　百万円）

借入先 借入額 借入日 利率 長期残高 短期残高※ 残高合計

(株)三菱UFJ銀行 600 H28.6.30 0.020% 135 60 195

(株)みずほ銀行 1,000 H29.2.23 0.240% 292 100 392

(株)トマト銀行 1,250 H29.3.17 0.150% 812 63 875

日本私立学校振興・共済事業団 500 R3.1.28 0.500% 417 28 444

1,656     250       1,906     

四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

※　短期残高は、返済期限が1年以内の借入金を指す

合計

返済期限

R8.6.30

R9.2.23

R19.3.31

R20.9.15
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③ 学校債の状況               該当なし 

 

④ 寄付金の状況 

 

 

⑤ 補助金の状況 

 

 

⑥ 収益事業の状況               該当なし 

 

 

 

（単位　百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

23 18 5 0 17 15 1 3 0 0

①施設設備拡充寄付金 4 3 3 0 0 0 1 3 0 0

②経費寄付金 19 15 2 0 17 15 0 0 0 0

③借入金返済等寄付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

④基金への寄付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑤その他の寄付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

611 6 609 6 1 0 1 0 0 0

159 14 0 0 2 5 22 3 135 6

793 39 614 7 20 19 24 6 135 6

四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

団体

会社 後援会 その他
個人

１．特別寄附金

　　　　　　　　　　         　区分
　科目名

合計

特

別

寄

付

金

の

内

訳

２．一般寄付金

３．現物寄付金

寄付金合計

（単位　百万円）

教育活動 施設整備費 合計

国庫補助金 544 62 605

地方公共団体補助金 452 1 453

施設型給付費 126 0 126

合計 1,122 62 1,184

四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある
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⑦ 付随事業の状況    就実大学薬学部附属薬局：令和元年 8 月 5 日開局 

 

 

 

 

⑧ 関連当事者等との取引状況              該当なし 

 

⑨ 学校法人間財務取引                 該当なし 

 

 

 

 

　 （単位　百万円）

科　　　目 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

営業収益 41 98 178 204

営業費用 35 84 158 184

売上総利益 6 15 20 19

販売・一般管理費 44 50 46 40

営業利益 ▲ 38 ▲ 36 ▲ 26 ▲ 20

営業外収益 0 1 0 0

営業外費用 0 0 0 0

営業外利益 0 1 0 0

経常利益 ▲ 38 ▲ 35 ▲ 26 ▲ 20

一般会計繰入支出前利益 ▲ 38 ▲ 35 ▲ 26 ▲ 20

一般会計繰出収入 ▲ 38 ▲ 35 ▲ 26 ▲ 20

当期利益 0 0 0 0
四捨五入のため、百万円単位で合計が合致しない場合がある

※実務実習受入収入 0 1 2 3

損　益　計　算　書　
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【５】経営状況の分析と課題・対応策 

 

①経営状況の分析 

 令和 4(2022)年度は、我々の生活を制約してきた新型コロナウイルス感染症の拡大が緩和

され、社会・経済は徐々に平常なものを取り戻しつつあります。 

本学園では、財政健全化を念頭におき、予算執行の精査を各設置校において行っています。

財務の状況は、事業活動収支計算書における基本金組入前当年度収支差額は 1 億 7 千 2 百

万円の収入超過となりました。 

 経営分析としては、事業活動収支計算書における主要財務比率及び貸借対照表における主

要財務比率を経営分析の指標として経年チェックを行っています。 

事業活動収支計算書で重視している指標は、事業活動収入に対する基本金組入前の当年度

収支差額の割合である事業活動収支差額比率です。令和元年度から令和 2 年度の 2 か年で

は、8.8％～10.9％で推移しており、経年で概ね全国平均である 6.4％を超えていましたが、

令和 4 年度においては、全国平均を下回る 2.6％となっており、事業活動収支差額が伸び悩

んでいます。 

貸借対照表分析で重視している指標は、学校法人の一年間の経常的な支出規模に対してど

の程度の運用資産が蓄積されているかを表す運用資産余裕比率です。平成 30 年度から令和

4 年度までの運用資産余裕比率の 5 か年推移をみると 0.86 年～1.21 年の間で推移していま

す。今後は、運用資産余裕比率の全国平均である 2.0 年を目指して、短期的な支払い能力を

示す流動比率の安定化に繋げる財務管理を進めていきます。 

 

②経営上の成果と課題 

事業活動収支計算書の事業活動収支差額比率による経営分析においては、臨時的な収支の

要素を除いた経常的な教育活動による収支バランスを示す経常収支差額比率が、平成 30 年

度 3.0％から令和 4 年度 3.6％になっており、全国平均の 3.7％に近いものとなっています。 

文部科学省が平成 29 年度入学生から令和 3 年度まで実施した、大学の入学定員管理の厳

格化のために定員超過が抑えられたことがあり、若干ではありますが定員割れの状況が見ら

れます。 

健全な経営基盤を構築するためには、入学志願者数、入学者数、在籍者数を安定的に確保

していることが最も重視されます。今後は、各設置校において定員未充足や定員超過につい

てさらなる検討を行い、在学・在園者数を適正に管理していき、教育活動収入の安定化を図

ることが課題です。 

 

➂今後の方針・対応方策 

学園の主な収入源である教育活動収入は、学生納付金、補助金、寄付金が中心であり、 

特に学生・生徒数の増減は経営に大きな影響をあたえるものです。今後は、中期計画であ 

る「就実ビジョン 120」に基づき、財務基盤の安定化及び収益性の向上を目指します。 
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また、毎年度の事業活動収支差額比率を 5.0％以上に改善させることを目標として、適正

な在学者を確保するために各設置校の定員未充足や定員超過に対する具体的な対策を検討

していきます。併せて学生生徒等納付金収入の確保、寄付金収入の受入増、資産運用の運用

方針を検討します。少子化の影響を受けて経営環境が厳しくなることは避けられませんが、

新型コロナウイルス感染症対策、災害対策など、あらゆるリスクを想定した不測の事態にも

対応できる計画の強化を図っていく必要があると認識しています。 

次年度は、教育活動収入の増加及び支出の適正化を推進し、収支を均衡させるように努め、

効率的な学校法人運営を行い、教職員が一丸となり「教職協働」で財務基盤の強化を図って

いきます。 

 

分類 比率 算式（×100）

経営状況はどうか
事業活動収

支差額比率

基本金組入前当年

度収支差額

事業活動収入

6.4% 3.3% 10.9% 8.8% 4.3% 2.6%

学生生徒等

納付金比率

学生生徒納付金

経常収入
69.7% 78.4% 76.6% 74.5% 72.9% 73.5%

寄付金比率
寄　付　金

事業活動収入
2.2% 1.4% 8.8% 0.4% 0.7% 0.6%

補助金比率
補　助　金

事業活動収入
14.3% 12.2% 13.7% 20.4% 17.8% 18.0%

人件費比率
人　件　費

経常収入
51.3% 57.8% 59.5% 55.4% 56.3% 55.1%

教育研究費

比率

教育研究経費

経常収入
34.3% 34.3% 32.8% 34.6% 32.8% 33.9%

管理経費比

率

管理経費

経常収入
8.3% 4.9% 5.7% 6.1% 7.3% 7.3%

人件費依存

率

人　件　費

学生生徒納付金
69.7% 73.7% 77.6% 74.4% 77.2% 74.9%

経常収支

差額比率

経常収支差額

経常収入
5.9% 3.0% 2.0% 3.9% 3.6% 3.6%

教育活動収

支差額比率

教育活動収支差額

教育活動収入
15.6% 2.6% 1.5% 3.5% 3.5% 3.0%

分類 比率の名称 算式（×100）

自己資本はどうか
純資産構成

比率

純　資　産

負債+純資産
88.0% 83.7% 84.5% 84.5% 85.4% 86.1%

特定資産の状況は

どうか

特定資産構

成比率

特定資産

純 資 産
22.9% 3.0% 4.8% 3.3% 3.5% 3.2%

事業活動収支計算書関係比率

区　分 医歯系法人

を除く全国

平均（Ｒ4

年度今日の

私学財政）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

収入構成はどうか

支出構成はどうか

 収入と支出のバラ

ンスはどうか

貸借対照表関係比率

区　分 医歯系法人

を除く全国

平均（Ｒ4

年度今日の

私学財政）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

運用資産の蓄積はど

うか

運用資産余裕

比率
 (単位：年)

運用資産ー外部負債

経常支出
2年 0.86 1.01 0.87 1.09 1.21

408.9% 354.8% 365.5%306.1%流動性はどうか 流動比率
流動資産

流動負債
262.9% 399.1%
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